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※本冊子は令和 6 年３月 1 日時点の 
　情報を元に作成しています。  
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　平成24年７月９日から、入管法上の在留資格をもって本邦に中長期間在留する外国人を対象として法務
大臣が在留管理に必要な情報を継続的に把握するための在留管理制度が施行されています。
　具体的には、わが国に中長期間にわたり適法に在留する外国人の方に、これまでの外国人登録証明書に
代わる「在留カード」が交付されています。
　なお、特別永住者の方については、在留管理制度の対象とはなりませんが、外交人登録法が廃止された
こと及び外国人登録証明書がその法的地位等を証明するものであったこと等から、「特別永住者証明書」
が交付されています。（上記「5　特別永住者について」を参照してください。）

※　在留管理制度の対象者となる中長期在留者とは、具体的には次の①～⑥のいずれにもあてはまらな
い外国人です。

①　「３月」以下の在留期間が決定された人
②　「外交」又は「公用」の在留資格が決定された人
③　特別永住者
④　「短期滞在」の在留資格が決定された人
⑤　「特定活動」の在留資格が決定された、台湾日本関係協会の本邦の事務所（台北駐日経済文化代表

処等）若しくは駐日パレスチナ総代表部の職員又はその家族の方
⑥　在留資格を有しない人

◎　氏名についてはローマ字での記入及びフリガナの記入をお願いします。

◎　独立行政法人、国立大学法人、公社等についても届出が必要となります。

　　（なお、国、地方公共団体については、上記①及び②　に準じた通知が必要となります。）

◎　雇用期間中に氏名の変更、他事業所への転勤、帰化された場合等は、その旨についてハローワークに

　　届出をお願いします。（詳細については、最寄りのハローワークにお問い合わせください。）

※　事業主以外の方（社会保険労務士を除く）が様式第３号により届出を行うときは、外国人雇用状況

　　届出代理人選任（解任）届の提出が必要となります。
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